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１．研究計画の概要 （2）要介護度の変化に及ぼす影響（2009年） 
  
（1）介護保険利用後、要介護度や障害自立
度、認知症自立度の各ランクが悪化するまで
の維持期間を明らかにする。 

①要介護度の変化 
2001～2008年の認定者2,376名の6か月後

の要介護度の変化を分析した結果、要支援
から要介護5までの全体では、改善16.5％、
維持59.1％、悪化21.1％、死亡4.2％であっ
た。 

（2）要介護度の変化に対する要介護原因疾
患と介護サービス利用の影響の程度を解明
する。 
（3）要介護度原因疾患による要介護度の変
化への影響の特徴により疾患を分類する。分
類した疾患別に要介護度の維持期間を算出
し、経過モデルを作成する。 

②要介護原因疾患の有病率 
主治医意見書における疾患の有病率は、

筋骨格系疾患41.5％、脳血管疾患35.1％、
認知症31.1％、高血圧23.1％、心疾患16.0
％、内分泌疾患13.9％、骨折12.4％、消化
器系疾患9.3％、呼吸器系疾患7.2％、悪性
新生物6.4％、精神疾患5.8％、神経系疾患
5.4％、腎臓尿路系疾患5.4％であった。 

（4）要介護度維持期間の指標を用いて介護
サービス利用の効果を評価する。 
 
２．研究の進捗状況 
  ③要介護原因疾患が要介護度の変化に及ぼす

影響 Ａ県Ｘ地区（人口約5万人、高齢化率26.0％、
介護保険認定率 16.3％）で新規要介護認定を
受けた第 1号被保険者を対象とした。 

a)死亡者を悪化に含め全体で分析した場合
では、性、年齢、要介護度、認定場所、医
療処置による影響を調整した維持に対する
改善の要因は、認知症がないこと(p<0.05)
であり、維持に対する悪化の要因は、悪性
新生物あり(p<0.001)、呼吸器系疾患あり
(p<0.05)、神経系疾患あり(p<0.05)、心疾
患あり(p<0.1)であった。 

 
（1）維持期間の概算（2007 年、2008 年） 

 
2001～2006年の認定者約2,500名において

各ランクの維持期間を Kaplan-Meier 法を用
いた算出した。要介護度では 0.7～2.7 年、
障害自立度では 1.2～3.5 年、認知症自立度
では 1.5～3.3年であった。障害自立度では、
脳卒中と認知症がある場合、ランクの維持期
間は短く、ランクが悪化するハザード比も高
かった。 

b)死亡者を除き要支援から要介護３までの
者を分析した場合では、性、年齢、要介護
度による影響を調整した維持に対する改善
の要因は、認知症がないこと(p<0.001)、内
分泌系疾患あり(p<0.05)、骨折あり(p<0.1)
であった。維持に対する悪化の要因は、心
疾患あり(p<0.1)であった。 

 
 

④介護サービス利用が要介護度の変化に及ぼ
す影響 

 
 



新規および更新認定を自宅で受けた要支
援から要介護3までの1,400名を分析した結
果、維持に対する改善の要因は、要介護３
の訪問介護の利用(p<0.05)、通所系非利用
(p<0.1)、要介護１の通所系非利用(p<0.05)
であった。維持に対する悪化の要因は、要
支援の通所系利用(p<0.1)、要介護1の福祉
用具利用(p<0.1)であった。 

 
３．現在までの達成度 
 
 ②おおむね順調に進展している。 
  
 研究概要（1）（2）は達成した。研究概要
（3）（4）の情報収集は概ね終了しており、
今年度は、データ加工と解析の段階にあるた
め「おおむね順調に進展している」と言える。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 
 2007～2009 年に実施した背景要因を考慮
して本研究の根幹である要介護原因疾患別
の要介護度維持期間のモデルを作成する。モ
デルでは、要介護度維持期間を指標として用
い要介護度の変化の経時的特徴を示す。さら
に、要介護度維持期間の指標を用いて介護サ
ービス利用による効果を評価する。 
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